
平成２９年度事業報告 
 
 火災予防等広報事業、消防救助技術向上事業、消防実務研究・研修事業等を当初計画の

とおり実施し、所期の目標を達成した。 

 また、引き続き、住宅用火災警報器の設置に関する調査事業を行った。 

 各事業の執行状況は、次のとおりである。 

 

１ 火災予防等広報事業 

  春及び秋の火災予防運動の時期に、防火ポスター（Ｂ２サイズ・各時期 111,000 枚・

計 222,000 枚）を各消防本部に配布し、各地域での火災予防思想の普及を図った。 

  また、「救急の日」に併せ、広く地域住民に救急車の適正な利用方法について理解を

求めるＰＲポスター（111,000 枚）を各消防本部に配布し、啓発を図った。 

 

２ 消防救助技術向上事業 

  消防職員の消防救助技術の向上及び強化を図るため、各地区支部で消防救助技術指導

会を実施するとともに、宮城県宮城郡利府町において全国消防救助技術大会を開催し、

消防救助技術の向上を図った。 

 《本事業は、一般財団法人全国市町村振興協会の助成を受けて実施したものである。》 

 ⑴ 地区指導会 

  ア 実施時期 平成２９年６月３０日（金）から７月２７日（木）まで 

  イ 実施場所 各地区支部で実施 

  ウ 参加人員 隊員 4,094 名、一般見学者等 約 15,400 名 

    （※各地区指導会の実施状況は、資料１に記載） 

 ⑵ 第４６回全国消防救助技術大会 

  ア 実施時期 平成２９年８月２３日（水） 

  イ 実施場所 宮城県宮城郡利府町菅谷字舘 40-1 

         宮城県総合運動公園（グランディ・２１） 

  ウ 参加人員 隊員  934 名、一般見学者等 約 21,000 名 

 

３ 消防実務研究・研修事業 

  消防職員の技術及び能力の向上を図るため、各地区支部で警防、防災、救急、装備、

予防、広報等の業務に従事している消防職員を対象とした消防実務の研究及び研修を実

施し、延べ 2,523 名が受講した。（※講習会の実施状況は、資料２に記載） 

 

４ 優良消防職員表彰事業 

  多年にわたり消防業務に精励し、特に成績優秀で功労顕著な消防職員 330 名を表彰し

た。 

 

５ 消防機器等研究奨励事業 

  消防職員を対象に、消防機器の改良及び開発並びに消防に関する論文を募集し、会長

賞作品の決定を行った。なお、会長賞の表彰及び最優秀賞受賞者による発表を平成３０

年５月３１日に東京都において行う予定である。 

 

  



６ 消防資料発行事業 

  消防関係研究資料の紹介と情報提供を目的とする教養研究資料として、機関誌「ほの

お」を編さんし、毎月 16,000 部（計 192,000 部）を発行し、各消防本部をはじめとする

関係機関等に配布した。 

 

７ 支部活動事業 

  各地区支部及び都道府県支部において実施される各種事業への支援を行った。 

 

８ 共済事業 

  昭和５２年度以前に在職した会員 106 名に対し、退職慰労金を給付した。 

 

９ 団体保険事業 

  会員の福利厚生の一環として、会員及びその家族を対象に全国消防グループ保険（生

命保険）、消防職員傷害保険、消防職員医療保険、消防退職者医療保険、消防職員がん

保険、消防職員介護保険（平成３０年６月１日始期募集開始）、消防職員賠償責任保険、

消防業務賠償責任保険、災害時消防支援ボランティア保険、その他の保険事業の普及及

び加入促進を図った。 

  （※平成２９年度団体保険の全体加入状況等は、資料３に記載） 

 

10 出版事業 

  消防学校等で使用する消防教科書 21 種類（計 90,062 冊）と防火管理者講習に使用す

るテキスト等 5 種類（計 1,487 冊）を出版し販売した。 

 

11 防火防災啓発事業 

  防火防災思想の普及広報をより積極的に推進するため、防火防災啓発用品、火災予防

運動用ポスター等の企画・斡旋を行った。 

 

12 住宅用火災警報器の設置に関する調査事業 

  日本消防検定協会から受託した調査事業として、全国の消防本部に対して、住宅用火

災警報器設置義務対象物で、死者の発生した住宅火災における住宅用火災警報器の設置

状況等について調査を実施した。 

 

  



資料１ 平成２９年度 各地区支部消防救助技術指導会実施状況 

地区支部 開催日 実施場所 参加隊員 

北海道 7 月 15 日(土) 北海道札幌市 札幌市消防学校 259 名

東 北 7 月 19 日(水) 宮城県利府町 宮城県総合運動公園 381 名

関 東 7 月 14 日(金) 
山梨県中央市 山梨県消防学校 (陸上) 362 名

静岡県静岡市 静岡県立水泳場 (水上) 236 名

東 海 7 月 26 日(水) 三重県鈴鹿市 三重県消防学校 672 名

東近畿 7 月 27 日(木) 京都府京都市 京都市消防活動総合センター 365 名

近 畿 7 月 22 日(土) 兵庫県三木市 兵庫県広域防災センター 989 名

中 国 7 月 19 日(水) 岡山県岡山市 
岡山市消防教育訓練センター 

岡山市立市民屋内温水プール 
221 名

四 国 7 月 21 日(金) 徳島県北島町 徳島県消防学校 328 名

九 州 6 月 30 日(金) 沖縄県中城村 沖縄県消防学校 281 名

合 計 4,094 名

 

資料２ 平成２９年度 消防実務講習会の実施状況 

地区支部 開催日 開催地 開催科目 受講人員 

北海道 10 月 10 日(火) 北海道小樽市 警防 82 名

東 北 
11 月 16 日(木) 

11 月 17 日(金) 
岩手県盛岡市 予防・広報 441 名

関 東  9 月 21 日(木) 神奈川県横浜市 広報 173 名

東 海 
10 月 19 日(木) 

10 月 20 日(金) 
愛知県名古屋市 火災調査・救急 1,089 名

東近畿 
 6 月 26 日(月) 

 6 月 27 日(火) 
京都府京都市 予防 253 名

近 畿 11 月 29 日(水) 大阪府大阪市 広報 153 名

中 国 
10 月 12 日(木) 

10 月 13 日(金) 
岡山県岡山市 警防・救急 136 名

四 国 12 月 22 日(金) 徳島県徳島市 警防・救急 107 名

九 州  8 月 04 日(金) 沖縄県名護市 予防 89 名

合 計 延べ 2,523 名

 



資料３　平成２９年度　団体保険加入状況等

⑴　加入状況
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⑵　保険金支払状況 

　ア　全国消防グループ保険 156 件 支払総額 241,689,000 円

　　　医療費支援制度 102 件 支払総額 5,665,000 円

　　　医療保障保険 158 件 支払総額 12,795,000 円

　　　プラスサポート生命保障 0 件 支払総額 0 円

　　　三大疾病保険 13 件 支払総額 21,000,000 円

　イ　消防職員傷害保険 1902 件 支払総額 194,652,617 円

　ウ　消防職員医療保険 782 件 支払総額 161,934,278 円

　エ　消防退職者医療保険 691 件 支払総額 60,461,995 円

　オ　消防職員賠償責任保険 0 件 支払総額 0 円

　カ　消防職員がん保険 0 件 支払総額 0 円

　キ　消防業務賠償責任保険 189 件 支払総額 39,438,288 円

　ク　災害時消防支援ボランティア保険 0 件 支払総額 0 円

延べ加入人員　85,844人（内退職者　12,629人）　延べ加入本部　760本部　

支払総額合計　737,636,178円

　　　　　　　新採用

　エ　消防退職者医療保険

　　　　　　　本人

　　　　　　　配偶者

　オ　消防職員賠償責任保険

　カ　消防職員がん保険（内退職者数）本人及び家族

　キ　消防業務賠償責任保険（加入消防本部）

　ク　災害時消防支援ボランティア保険（加入消防本部） 

570（99）

715

45

14,138

　ア　全国消防グループ保険（災害保障特約付団体定期保険）

　　　　　　　本人

　　　　　　　配偶者

　　　　　　　こども

　　　　　　　退職者

　　　医療費支援制度

　　　　　　　本人

　　　　　　　配偶者・こども

　　　医療保障保険

　　　　　　　本人

　　　　　　　新採用

　ウ　消防職員医療保険（内退職者数）本人及び家族

　　　　　　　配偶者・こども

　　　プラスサポート生命保障（本人・配偶者）

　　　三大疾病保険（本人・配偶者）

　　　拠出型積立年金保険（積立年金保険）一般型及び個年型

　イ　消防職員傷害保険（内退職者数）

　　　　　　　記名個人コース

491

5,006

699

　　　　　　　家族コース

　　　　　　　夫婦コース

4,405

430

6,680

2,644

257

2,909

1,564

6,485（993）

2,776（656）

1,609（998）

297

11,192（1,834）

15,390

3,238

1,488

3,576




